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2009年１月～４月のできごと 

 

政  治 経  済 社会・文化 国際情勢 

①23日，東京地方裁判所で「被害者

参加制度」が適用されたはじめて

の公判が開廷。 

②13日，❸日本郵政の西川社長は,鳩

山総務大臣と会談し,保養宿泊施設

｢かんぽの宿｣のオリックスへの一

括売却の白紙撤回を表明｡ 

②17日，❹Ｇ７閉幕後の記者会見を

めぐる混乱の責任を取って，中川

財務・金融担当大臣が辞任。 

③３日，❹東京地検特捜部は,準大手

ゼネコン｢西松建設｣から違法な企

業献金を受けたとして,民主党・小

沢一郎代表の公設第１秘書を政治

資金規正法違反の疑いで逮捕。 

③４日，❷2008年度第２次補正予算

関連法が衆議院で再可決され,成

立。５日，定額給付金の支給開

始。28日，高速道路料金の引き下

げスタート｡ 

③13日，❻最高裁は，今年５月スタ

ートの裁判員制度の候補者辞退を

認められた者が，候補者のうち４

人に１人にのぼることを発表。 

④３日，社会保険庁は，公的年金加

入者に加入歴などを確認するため

の「ねんきん特別便｣の発送開始。 

①５日，株式公開会社の株

券の電子化が完了。電子

データによる取引開始。

①29日， 内閣府は2007年

11月から景気後退局面に

入ったことを暫定設定。

②５日，❷経営悪化を理由

に，今春採用予定者の内

定取り消しをおこなった

マンション分譲大手｢日

本綜合地所｣が経営破綻｡

②９日，❺「財団法人 日

本漢字能力検定協会」の

過大な利益や子会社との

不明瞭な取り引きをめぐ

り，所管する文部科学省

が実地検査。 

③10日，❷東京株式市場

で，日経平均株価が一時

7,021円まで下落し，バ

ブル後最安値を記録。 

④２日，イギリス・ロンド

ンでの主要20か国･地域

(Ｇ20)の首脳による第２

回金融サミットで，世界

の成長目標などを盛りこ

んだ共同声明を採択。 

①５日，❷2008年12月31日から開

設され，仕事と住居を失った元

派遣労働者らを支援した｢年越

し派遣村｣が終了。約500人の失

業者のうち，286人が東京都内

４か所の施設へ移動。 

②４日，❶警視庁は，男性タレン

トのブログに，殺人事件に関与

したなどとする事実無根の書き

こみをしたとして，派遣社員の

女性を脅迫容疑で書類送検。 

②６日，厚生労働省は，市販薬の

うち副作用の危険性が高い医薬

品のインターネットなどでの通

信販売を禁止する省令を公布。 

②22日，アメリカ・ロサンゼルス

で発表された第81回アカデミー

賞で，日本映画が「外国語映画

賞」と「短編アニメ賞」を受賞｡ 

③15日，アメリカ・ケネディ宇宙

センターで，スペースシャトル

打ち上げ。搭乗した宇宙飛行

士・若田光一さんは，日本人初

の宇宙長期滞在をスタート。 

③23日，第２回ワールド・ベース

ボール・クラシック(ＷＢＣ)で

日本が連覇。 

①１日，❽ロシアの天然ガス

企業が，ウクライナへのガ

ス輸出を全面停止。20日，

ガス輸出を再開。 

①20日，バラク=オバマ氏が

アメリカ大統領に就任。 

①21日，パレスチナ自治区ガ

ザで地上侵攻を続けていた

イスラエル軍が撤退完了。

②６日，国際司法裁判所(Ｉ

ＣＪ)は新所長に小和田恆

氏を選出。 

②27日，アメリカのオバマ大

統領はイラク駐留米軍の全

戦闘部隊を2010年８月末ま

でに撤収することを表明。

③４日，国際刑事裁判所(Ｉ

ＣＣ)は，スーダン西部ダ

ルフール地方の紛争をめぐ

り，スーダンのバシル大統

領に逮捕状を発行。 

④５日，❼北朝鮮は，「人工

衛星」の打ち上げと称して

長距離弾道ミサイルを発

射。13日，国連安全保障理

事会は，北朝鮮を非難する

議長声明を採択。 

 

 

 

 

●警視庁，タレントのブログ「炎上」事件で初の立件 

警視庁は，男性タレントの日記形式のブログに，事実無
む

根
こん

の悪意のある書きこみをおこなったとして，2009年２月

と３月に，計３人を脅
きょう

迫
はく

容疑で，計４人を名
めい

誉
よ

毀
き

損
そん

容疑

で書類送検した。男性タレントは，約10年前から過去に起

こった殺人事件に関与したという事実無根の中
ちゅう

傷
しょう

を受け

続けており，2008年１月に男性タレントがインターネット

上でブログを開設してからは，ブログに事件との関与を疑

う悪質な書きこみが相
あい

次
つ

いだ。男性タレントは中傷内容を

否定したが，所属事務所や仕事先に嫌がらせの電話がかか

るようになった。また，男性タレントに対する中傷は，男

性タレントに好意的な投稿をした人のブログ上でもおこな

われた。2008年８月，男性タレントはブログの書きこみ欄

を一時閉鎖し，警視庁に被害届を提出した。警視庁は，接

続記録などから数十人を摘発し，書きこみ内容が悪質だっ

た７人を書類送検するにいたったのである。 

●相次ぐブログの“炎上” 

 ブログなどに不特定多数からの批判的な書きこみが集中

する今回のような現象は，「炎上」や「祭り」とよばれ，

2003年頃から目立つようになった。今回，摘発された人は，

他の書きこみを信用し，裏づけをとらないまま，「炎上」

に便
びん

乗
じょう

して書きこんだと供
きょう

述
じゅつ

している。警視庁の今回

の摘発には，根拠のない無責任な書きこみに対する警
けい

鐘
しょう

と，匿
とく

名
めい

でも書きこみ主
ぬし

の特定は可能であることを示すね

らいがある。 

しかし，ネットカフェなど不特定多数が利用するパソコ

ンからの書きこみ主の特定は困難であるなど課題も多い。

また，ブログ上のやりとりから内容が過激化することも多

く，名誉毀損の見
み

極
きわ

めも難しい。ネット先進国の韓国では，

ネット上の中傷を苦にした女優の自殺を機に，悪質な書き

こみの取り締まりを強化するサイバー名誉毀損罪を新設す

るうごきがある。ネット利用者の倫理観が問われている。 

(注)○内の数字は月を示す。下線部❶～ は

解説の掲載を示す。 

ブログ“炎上”事件 ― 問われるネット上の倫理観 
解解説説 

１１  

資

資 
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 リーマン・ブラザーズの経営破
は

綻
たん

以降，金融危機が深刻

化している（公民最新資料・データ第19号を参照）。この

事態を打開するため，国際的にはＧ７やＧ20（Ｇ７＋新興

国など）による財務省･中央銀行総裁会議や首脳会議が開

かれた。日本国内においても，政府・日銀は押し寄せる不

況の影響に対して早急に対応することが迫
せま

られている。 

●負のスパイラルが発生 

 世界的な金融危機は世界同時株安を引き起こした。日本

でも，日経平均株価が2009年３月10日にバブル経済崩壊後

最安値となる7,021円28銭を記録するまでにいたった。株

価の下落は銀行の保有株の含み損を膨
ぼう

張
ちょう

させ，企業に対

する貸し渋りの原因となった。 

 また，外需の縮小による輸出の減少は，国内の景気悪化

を招いている。日本経済の牽引
けんいん

役ともいえる自動車や電気

機械などの輸出産業において，大手企業は軒並み業績予想

を下方修正し，一部の企業を除いて大幅な赤字になる見通

しとなった。こうした輸出関連企業の業績悪化は，系列の

中小企業や取り引き先の業績をも連鎖的に悪化させ，さら

なる不況をもたらした。こうして不況が不況をよぶ負のス

パイラルが発生した。事実，内閣府が発表した2008年10～

12月期の実質ＧＤＰ（速報・季節調整値）は，年率換算で

12.7％減となり，第１次石油危機後の1974年以来，戦後２

度目の２桁
けた

のマイナス成長となった。 

●深刻さを増す雇用不安 

 不況による雇用の悪化も深刻である。特に労働者の３割

を占める派遣労働者や契約社員などの非正規社員は，企業

にとって容易に雇用調整できるため，正社員よりも生活が

不安定になりやすい。実際に製造業を中心として，派遣先

企業から契約の更新を拒否される，または契約期間の途中

にもかかわらず契約を解除されるといった「雇い止め」や

「派遣切り」が相次いでいる。派遣契約を解除されると同

時に社員寮を追い出され，住居まで失う場合もある。 

 2009年の年明けには，元派遣労働者たちを支援した「年

越し派遣村」も注目された。厚生労働省によれば，2008年

10月から09年３月までに職を失った非正規雇用の労働者は

約15万8,000人にのぼるとされる。 

 また，企業から採用の内定をもらっている新卒予定者が

内定を取り消されるという事態も相次いだ。内定といえど

も労働契約の一種とみなされているため，経営状態の悪化

が内定取り消しの理由であるとしても，安易で一方的な取

り消しは違法である可能性もある。 

●政府・日本銀行の対応 

 生活水準の低下に対処するため，政府・与党は巨額の財

政支出を伴
ともな

う追加経済対策を発表した。この中で大きな

目玉となったのは，低所得者の生活支援と内需の拡大を目

的として，国庫から国民１人あたり１万2,000円を支給す

る定額給付金である（18歳以下と65歳以上は２万円）。 

 給付金の支給対象に関して，政府内には高額所得者は受

給を辞退すべきという意見があり，麻生
あ そう

首相の失言も相ま

って政局は大いに迷走した。結局，所得制限は窓口となる

各市区町村の判断に委
ゆだ

ねられることとなった。給付金の支

給は2009年１月27日に成立した08年度第２次補正予算で正

式に決定したが，単なる「ばらまき」で景気浮
ふ

揚
よう

の効果は

期待できないと感じている人は多い。 

 一方，日銀は金融機関の信用収縮に対して，政策金利

（コールレート・無担保翌日物）を0.1％に引き下げただ

けでなく，コマーシャルペーパー（ＣＰ）・社債・株式を

銀行から買い取ることにした。資金繰
ぐ

りに困っている企業

に対して資金を十分に供給するためには，利下げだけでは

不十分と判断したからである。 

 ＣＰは企業が１年以内の短期的な資金を調達するために

発行する約束手形の一種であり，社債は長期的な資金調達

のために発行される債券である。銀行は企業からＣＰや社

債を引き受けているが，日銀がこれらを銀行から買い取る

ことで，企業への資金の流れがスムーズになるとみられる。

また，日銀が銀行の保有株を直接買い取れば，株価の下落

が緩和され，貸し渋りの解消を防ぐことができる。 

 しかし，ＣＰ・社債・株式は国債と比べて信用が低く，

企業が倒産すれば日銀が損失を被
こうむ

るおそれもある。その

ため，一定のランクに格付けされ，リスクが低いとみなさ

れたもののみを対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲日銀の金融支援策（「読売新聞」2009年２月４日を参照） 

世界同時不況の影響 
解解説説 

２２  

http://www.daiichi-g.co.jp/komin/info/siryo/19/090105/fr/frs2.html
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 日本郵政公社が民営化され，日本郵政グループとしてス

タートしたのは2007年10月のことであった。民営化といっ

ても，政府が全株式を保有する「日本郵政株式会社」を持

株会社とし，その下に「郵便局株式会社」「郵便事業株式会

社」「株式会社ゆうちょ銀行」「株式会社かんぽ生命保険」

がある。また，民営化前の貯金・保険契約を継承する「独

立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構」も設立され

たが，これは「ゆうちょ」や「かんぽ」に業務を委託して

いる。なお， 2017年９月末までに完全民営化が実現する予

定であるが，それまでに持株会社である日本郵政株式会社

に対する政府の持株数は100％から３分の１超になる。政府

と日本郵政株式会社，および日本郵政株式会社と４つの株

式会社の関係は以下の図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●日本郵政株式会社(日本郵政)ＶＳ総務大臣 

①「かんぽの宿」譲渡問題 

 2008年12月，日本郵政は「かんぽの宿」など70施設と社

宅を109億円でオリックス不動産に売る契約をした。しかし，

売却の認可権をもつ鳩山
はとやま

邦夫
くにお

総務大臣が「2,400億円もかか

った『かんぽの宿』を売るには109億円は安い」「売却先の

オリックスの会長は規制改革・民間開放推進会議の議長を

務めた人物で民営化推進派だったので，この売買は事前に

決まっていた出
で

来
き

レースと国民に受け止められる可能性が

ある」などとして，売買の白紙撤回を求めた。しかし，規

制改革に関する会議に財界人が参加するのは，官僚にない

発想が求められているからである。そのような会議に関わ

った人物の企業に，入札にまで遠慮することを求めること

は，大臣の権力濫用
らんよう

ではないかとの声もあった。 

今回の譲渡に際して，27社が応募し，２度の入札がおこ

なわれた。最終的に，オリックスとホテル運営会社ＨＭＩ

が競
きそ

いあい，オリックスが落札した。しかし，オリックス

は正社員620人のうち550人の雇用を示していたのに対し，

ＨＭＩは全員採用を提案していたこと，落札したオリック

スが，新会社の副社長に，入札審査にあたっていた日本郵

政幹部を迎え入れる案を示していたことが発覚し，入札の

公正さが疑
うたが

われた。入札に問題はないとしていた日本郵政

であるが，結局2009年２月，オリックス不動産との売買契

約を白紙にすることを鳩山大臣に報告した。そして４月，

鳩山大臣は日本郵政に業務改善命令を出した。 

「かんぽの宿」とは？ 

「かんぽ」とは簡易生命保険のことであり，「かんぽ」

に加入している人が安い料金で宿泊できる福祉施設を

「かんぽの宿」という。利益を求めた施設ではないとは

いえ，毎年40億円もの赤字となっていた。民営化後はだ

れでも宿泊できるようになったが，2012年9月までに廃

止または民間企業に売却することになっていた。 

②メルパルク問題 

 土地と建物は日本郵政が所有し，運営はゆうちょ財団が

おこなっているメルパルクは，全国11か所で婚礼，宴会，

宿泊を手掛ける施設である。日本郵政は，ブライダル大手

「ワタベウェディング」と初年度30億円でメルパルクの一

括賃貸借契約を結び，ワタベの子会社が運営権，商標権を

０円で取得したが，ワタベと同額の賃貸料を提示していた

企業もあり，出来レースが疑われた。また，メルパルクは

2012年９月までに廃止か売却されることが決定しているが，

11のうち９施設の賃貸借契約が2015年までとなっており，

疑惑に拍車
はくしゃ

をかけた。国民共有の財産で黒字経営のメルパ

ルクだけに，鳩山大臣は調査する考えを示した。また，総

務省は，公社時代の不動産売買が適切かどうかを調査する

ために，日本郵政に資料を提出させている。 

③東京中央郵便局再開発問題 

 ＪＲ東京駅前にある東京中央郵便局の建て替え問題に対

して，鳩山大臣は，文化的価値を理由に保存を求めて，日

本郵政と対立した。すでに，東京都が再開発を認める都市

計画を決定している段階であり，また超高層化によるテナ

ント収入も年間100億円が見込めるだけに，日本郵政側も譲
ゆず

れない状況であった。しかし，文化庁が「重要文化財とし

ての指定を検討する価値がある」と評価していることもあ

り，日本郵政は，保存部分の倍増とともに，再開発完成後

に登録有形文化財にすることをめざした工事を再開するこ

とを提示し，文化庁と合意した。このため，工事費は約50

億円増えることになった。 

 郵政民営化の見直しは，３年ごとにおこなわれる。今後

もさまざまな面で注目が集まると思われる。

郵政民営化の波紋 
解解説説 

３３  
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 「ねじれ国会」で政局の混乱が続くなかで，国会議員の

資質を問われる出来事が相
あい

次
つ

いでいる。 

●Ｇ７後の会見における醜態
しゅうたい

で辞任 

 2008年２月，ローマで開かれた先進７か国財務相・中央

銀行総裁会議（Ｇ７）後の記者会見に，ろれつの回らない

状態で出席したことで，中川財務・金融担当大臣（当時）

が辞任に追い込まれた。記者の質問に的外
まとはず

れな答えを返す

といった中川氏の態度に対し，過度の飲酒があったのでは

ないかとの疑
ぎ

惑
わく

がもたれ，野党だけでなく与党からも大臣

として問題があるとの非難の声があがっていた。 

また，中川氏がＧ７に出席するためにローマに出張した

際の費用が合わせて6,000万円であり，そのなかで，民間

のチャーター機の使用料が６人で4,100万円，１人当たり

約680万円にのぼったことも判明した。チャーター機を使

わなかった場合には，ローマ直行便の最も高いビジネスク

ラスでも，費用は１人94万円にすぎないこともわかり，チ

ャーター機への支出が適切だったのか問題視されている。 

●「政治とカネ」の問題 

 一方の野党側でも，2009年３月，準大手ゼネコンの「西

松建設」から計2,100万円にのぼる違法な企業献金
けんきん

を受け

たとして，民主党の小沢代表の資金管理団体「陸山会
りくざんかい

」の

会計責任者であった公設第１秘書（公民最新資料・データ

第４号を参照）が逮捕・起訴されるという事件が起こった。

実際には西松建設からの献金であることを知りながら，

2003～06年分の政治資金収支報告書に，西松建設のＯＢが

代表を務めていた政治団体からの寄附であると，嘘
うそ

の記載

をした疑いがもたれている。政治資金規正法により，企

業・団体から政治家の資金管理団体への献金は禁止されて

おり，西松建設からの献金であれば法に触
ふ

れることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

▲西松建設から小沢代表側への献金の流れ 

 （「読売新聞」2009年３月４日などを参照） 

 

今回の事件は，企業・団体から資金管理団体に対する献

金は禁止されているものの，政治団体から資金管理団体へ

の献金は可能であることを悪用し，実質的な献金を隠そう

としたものであるとの疑いがかけられている。そのため，

小沢代表の公設秘書が，西松建設からの献金であったと認

識していたのかどうかが，捜査の争点となっている。 

これよりも金額は少ないものの，与党側にもこの２つの

政治団体から献金やパーティ券の購入を受けた議員がおり，

西松建設をめぐる「政治とカネ」の問題の波
は

紋
もん

は，政界全

体に広がっている状況である。 

今回の事件で西松建設が用
もち

いた手段のほかにも，政治資

金規正法にはさまざまな抜
ぬ

け道があると指摘されている。

そのため与野党の双方から，政治資金規正法のさらなる改

正を求める声があがっている。そうしたなか，民主党は企

業・団体からの献金だけでなく，パーティ券購入までも，

将来的には全面禁止する方針を固めた。 

政治資金規正法はこれまでにも，「政治とカネ」をめぐ

る問題が起こるたびに改正を繰
く

り返している。しかし，政

治資金の調達が難しくなることから，民主党内にも企業・

団体献金の全面禁止には慎重な議員も多く，実際に法改正

につながるかは不
ふ

透明
とうめい

な状況である。 

●議員と国民の責任 

 さらに2009年３月26日には，平田財務副大臣が「大臣規

範」に反し，保有していた株を市場外において，市場の倍

近い価格で大量に売却した問題で引責
いんせき

辞任した。 

大臣規範 

2001年におこなわれた中央省庁再編の際，政治と行政

への信頼確保をめざして決定された大臣，副大臣，政

務官に適用する規範。正式名称は「国務大臣，副大臣

及び大臣政務官規範」。これらの役職の在任中の，

株・不動産などの取引の自
じ

粛
しゅく

，大規模な政治資金パ

ーティの開催の自粛，関係業者からの接待の禁止，資

産の公開などを定めている。 

今年９月までには必ず衆議院の総選挙がおこなわれるこ

とになるが，こうした状況をうけ，政権を争う２大政党の

双方
そうほう

に対し，国民の不信が高まっている。議員は自
みずか

らの

立場を自覚して行動し,また，国民の側も選挙において，

議員にふさわしい候補者を選ぶことが求められている。 

問われる議員の資質―高まる国民の政治不信 
解解説説 

４４  

http://www.daiichi-g.co.jp/komin/info/siryo/4/020520/fr/frs3.html
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●不透明な漢検協会の資金運営 

2009月１月下旬，非営利目的の公益法人である「財団法

人 日本漢字能力検定協会」が，日本漢字能力検定（漢

検）の検定料などで過去５年間に約20億円の利益を得てい

たことが発覚した。また，同協会は2003年に京都市内の土

地・建物を資料館として使用するために約６億7,000万円

で購入したが，実際には未使用のままであったことも判明

した。さらに，同協会から理事長とその息子の副理事長が

代表に就いている関連会社に対して2006～08年の間に約66

億円が支払われたが，監督官庁の文部科学省にはその一部

しか報告していないなど，不透明な運営が明らかになった。 

同協会には正・副理事長のほか，著名な大学教授や文化

人が理事や評議員に就任している。理事は法人の代表であ

り，評議員は理事の選任や予算・決算などの重要事項につ

いて諮
し

問
もん

を受ける。しかし，理事・評議員は重要な会議に

ほとんど出席しておらず，その役割は形骸
けいがい

化しており，協

会の運営に対するチェック機能を果たしていなかった。 

その後，正・副理事長は辞任し，漢検協会は新体制で再

スタートすることになった。 

●急成長した漢検協会 

 漢検協会は1975年に設立され，法人格のない任意団体と

して出発した。当初，漢検の受検者は700人に満たなかっ

たが，1992年に当時の文部省から財団法人として認可され

た後，高校での漢検の一斉受検や漢字ブームなどの影響で

受検者は急増し，2007年度の志願者数は270万人を突破し

ている。現在，漢検は大学入試や就職に有利な資格として

世間に広く認められている。 

 また，同協会は，毎年末に京都･清
きよ

水
みず

寺
でら

で発表される｢今

年の漢字｣の主催者としても知られる。｢今年の漢字｣は，

その年の世相をうまく表している漢字が公募で決定されて

おり，2008年には「変」が選ばれたことは記憶に新しい。 

●公益法人とは何か？ 

公益法人とは民法の規定に基づいて設立され，①公益に

関する事業をおこない，②営利を目的とせず，③主務官庁

の許可を得る，という条件を満たした法人である。そして，

この公益性と非営利性という点が配慮されて，企業のよう

な一般法人と比べて税制面で軽減措置がとられたり，国や

地方公共団体から補助金が支給されたりするなど，さまざ

まな恩
おん

恵
けい

が与えられている。 

また，公益法人には社団法人と財団法人の２つの類型が

あり，その違いは次のように定義されている。 

社団法人：一定の目的の下に結合した人々の集まりに法

人格が与えられたもの。社員(出資者)が存在し，社員

総会によって法人の方針が決定される。 

財団法人：一定の目的の下に拠出された財産の集まりに

法人格が与えられたもの。社員は存在せず，設立者が

定めた寄附行為(定
てい

款
かん

)に基づいて運営される。 

※その他，民法以外の特別法に基づいて設立される法人（学校法人・

社会福祉法人・宗教法人・ＮＰＯ法人など）も広義の公益法人に含

む場合もある。 

 なお，公益法人は民間の組織であるのに対して，特殊法

人や独立行政法人は特別の法律に基づいて国が設立したも

のであり，性質が異なる。 

●公益法人制度改革をめぐるうごき 

 今回の漢検協会のような公益法人の不透明な運営は，以

前からも指摘されていた。政府の指導監督基準に事業活動

が違反している公益法人は多く，「儲
もう

けすぎ」といわれた

り，公益性に疑問があるようなケースがみられたりしてい

た。また，官僚の天下りの受け皿として，あるいは企業や

資産家が本来納
おさ

めるべき税金を免
まぬか

れるために，公益法人

が設立される場合もあったといわれる。 

 こうした実態を是
ぜ

正
せい

するために，公益法人制度改革がお

こなわれた。2006年には公益法人制度改革関連３法が成立

し，2008年12月に施行された。 

 新制度の特色の一つは，これまで公益法人の設立の条件

であった「公益性」を国や都道府県が厳しく審査し，公益

性のない「一般社団法人」「一般財団法人」と，公益性を

有する「公益社団法人」「公益財団法人」に分離すること

である。「公益」があると認定されれば，行政庁から監督

を受けることになるが，税制面などでも優遇される。「一

般」の場合は行政庁による監督がなくなる一方で，税制上

の優遇措
そ

置
ち

などもなくなる。現在は移行期間であり，公益

法人は５年間のうちに新組織に移行することになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲新しい公益法人制度の概要（行政改革推進本部事務局資料）

「漢検」からみる公益法人制度の諸問題 
解解説説 

５５  
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 2009 年５月 21 日，ついに裁判員制度がスタートする。

裁判員制度とは何か？国民が裁判員として重大な刑事裁判

に参加し，被告人が有罪かどうか，有罪の場合はどのよう

な刑が妥
だ

当
とう

であるかを裁判官とともに決定する制度である。 

アメリカなどの陪審
ばいしん

制度との違いは以下のとおりである。 
 

 評議・評決 

裁判員制度 

裁判員と裁判官が一緒に話し合い，

有罪・無罪だけでなく量刑(刑の内

容)までも決定する。 

陪審制度 

陪審員のみが話し合い，全員一致で

有罪か無罪を決定する。量刑は裁判

官が決定する。 

※裁判員制度は多数決で有罪・無罪を決定するが，多数意

見に必ず裁判のプロである裁判官が１人以上入っていな

いといけない。 

●重大な刑事裁判とは何か？ 

 裁判員が参加する重大な刑事裁判とは何か？代表的なも

のは以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裁判員が参加する裁判は，第一審のみであり，最終的な

評決になる可能性は低い。しかし，このような重大な刑事

裁判の判決を素人
しろうと

である裁判員が裁
さば

くことは，たとえプロ

の裁判官とともに評議するとはいえ，責任は非常に重い。 

●裁判員に選ばれると…… 

 選挙権のある人の中から毎年くじで選び，裁判所ごとに

裁判員候補者名簿が作成される。名簿に記載された人には，

その通知が送られることになる。それから，事件ごとに名

簿の中から，さらにくじで裁判員候補者が選ばれる。選ば

れた人には呼出状とともに，辞退希望等の有無などの確認

のための質問票が送られる。呼出状で呼ばれた人は，裁判

長に，被告人や被害者と関係がないかどうか，不公平な裁

判をするおそれがないかどうか，辞退希望の理由などにつ

いて質問される。最終的に，辞退した人を除いた中から，

くじによって裁判員が１つの事件につき６人選ばれる。な

お，辞退が認められるおもな理由は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 2009年３月の最高裁の発表によると，候補者約29万5,000

人のうち，約25％の約7万4,800人が辞退を認められた。 

裁判員になると，公平誠実に審理や評議に参加し，評議で

は意見を述べることになる。また，評議の秘密や裁判員とし

て知りえた秘密を漏
も

らしてはいけない守秘義務がある。この

守秘義務は，裁判員の務めが終わった後も守らなければなら

ず，守秘義務に違反すると，刑罰が科せられることがある。

なお，裁判員には日当が支払われるが，１日の職務時間は約

５時間，平均して３～６日ほど拘束される。 

●裁判員制度を円滑に実施するための改革 

・警察の取り調べ 

被疑者の供述が取調官の強要でないことを示すために，警

察の取り調べを一部録画する。ただし，録画するのは，被疑

者が供述した調書を取調官が読み上げ，被疑者が内容を確認

後，調書に押
おう

印
いん

する場面である。録画時間は平均15分。 

・最高検察庁裁判員公判部の設置 

 検察官がわかりやすく，迅速
じんそく

で的確な主張・立証活動をお

こなうように基本方針を策定する。捜査・公判については，

裁判員裁判が円滑
えんかつ

に実施できるよう，各庁の指導にあたる。 

・広報活動 

 最高裁判所や法務省が裁判員制度について，ＤＶＤや冊子

などの広報用資料を作成している。なお，法務省は，３月末

より約１年にわたり，広報用ＤＶＤ２本を，全国 5,000 店の

レンタルビデオ店で７泊８日無料レンタルできるようにした。 

 

 人ひとりを裁くことは，その人の一生を決めることにもな

りかねない。それだけに公平で慎重な審議・評決が望まれる。

ついにスタートする裁判員制度 
解解説説 

６６  

・人を殺した場合(殺人) 

・強盗が人にけがをさせ，あるいは死亡させてしまった

場合(強盗致死
ち し

傷) 

・飲酒運転で人を死亡させてしまった場合(危険運転致

死) 

・人の住む家に放火した場合(現
げん

住
じゅう

建造物等放火) 

・身代金
みのしろきん

目的の誘拐
ゆうかい

 

・親が子どもに食事を与えず，放置したため子どもが死

亡してしまった場合(保護責任者遺棄致死) 

・70歳以上の人 

・会期中の地方公共団体の議会の議員 

・学生，生徒 

・５年以内に裁判員や検察審査員などに従事した人，１

年以内に裁判員候補者として出頭した人 

・一定のやむを得ない理由がある人 

  重い病気やけが，親族や同居人の介護・養育，自分

で処理しないと 著
いちじる

しい損害のでる仕事，父母の葬

式，妊娠中または出産から８週間以内など 
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●「人工衛星打ち上げ」か？「ミサイルの発射」か？ 

 2009年４月５日，北朝鮮が人工衛星打ち上げの名目
めいもく

で，

長距離弾道ミサイルを発射した。北朝鮮は国際社会に対し，

「人工衛星の打ち上げ」を４月４日から８日の間におこな

うことを予告しており，あくまでミサイルの発射ではない

と主張している。しかし，人工衛星を打ち上げるロケット

もミサイルも基本構造は同じであり，搭載
とうさい

するものが人工

衛星かミサイルかという違いしかない。そのため，実質的

にはミサイルの発射実験であると考えられ，日米韓などは，

北朝鮮に弾道ミサイル関連の活動を禁じた2006年の国連安

保理決議に違反するとして，打ち上げに反対してきた。 

●ミサイル防衛システムと危機管理体制 

 日本では北朝鮮による予告をうけて，ミサイル防衛シス

テムが導入されてはじめて迎撃
げいげき

態勢をとった。自衛隊法に

基づく「破
は

壊
かい

措置
そ ち

命令」がはじめて発令され，ミサイルが

国内に落下した場合などに撃
う

ち落とすことになっていたが，

ミサイルは日本上空を飛びこえ，国内に被害はなかった。

しかし，今回は北朝鮮が打ち上げの期間や方向を公表して

いたために対応できたにすぎないという声もある。 

 一方，情報伝達の面では，政府が４月４日，ミサイルが

発射されたと発表しながら，５分後に誤りであったと訂正

発表するという失態
しったい

を演
えん

じた。政府によると，誤報の原因

は，自衛隊内部の情報伝達において，担当者の勘違
かんちが

いなど

が重なったことであるという。ミサイルが発射されたか否
いな

かは，迎撃するかを決める基本となる重大な情報である。

そうした情報で日本が誤報を流したことは，世界各国でも

報道され，日本は国内外に危機管理体制の不備をさらけだ

すことになったといえる。 

●国際社会の対応 

 今回の北朝鮮のミサイル発射をうけて，国際社会は国連

安全保障理事会で協議した。日本は，発射が安保理決議違

反だとして新たな制裁決議を求めた。しかし，消極的な中

ロの姿勢もあり，結局，北朝鮮の行為は安保理決議に「違

反する」と明記した議長声明が採択された。 

 

 

 

 

 

●ガス紛争の原因と背景 

 2009年１月，ガス価格とガスの供給をめぐる紛争により，

ロシアがウクライナへの天然ガス供給を停止した。この紛

争に巻きこまれ，ロシアからウクライナ経由でガスを輸入

している欧州諸国でも，一時ロシアからのガスの供給が停

止される事態に陥
おちい

り，大きな混乱が広がった。 

 この紛争の直接の原因は，ロシアとウクライナ間の，

2009 年のガス価格交渉の決裂
けつれつ

にある。しかしその背景に

は，ロシアが市場価格に比べて大幅に安い価格の天然資源

を提供することで，旧ソ連諸国への影響力の維持をはかっ

てきた事情が指摘されている。ウクライナは近年ＮＡＴＯ

加盟をめざすなど欧州諸国寄りの姿勢が目立ち，ロシアの

影響力が低下していたため，ロシアは圧力をかける目的で，

ガスの価格の引き上げを通告したともいわれている。 

このロシアとウクライナのガス紛争は，欧州諸国にも深

刻な影響を及
およ

ぼした。欧州諸国が天然ガス輸入の大半をロ

シアに依存している上，ロシア産の天然ガスは，８割がウ

クライナ国内のパイプラインを通って運ばれるためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ヨーロッパのガスパイプライン（「朝日新聞」2009年１月18日を参照） 

●紛争の残した課題 

 ロシアとウクライナがガス価格で合意したため,紛争は

解決に向かった。しかし，ガス輸出の停止によりロシアは

大きな経済的損失を被
こうむ

り，ウクライナはかなり高額なガ

ス価格を受け入れざるをえなくなった。一方で欧州諸国は，

リスクを分散するエネルギー安全保障の必要性を痛感する

こととなった。すでに，ウクライナを迂
う

回
かい

する新パイプラ

インの建設計画などが進められている。各国が今後，どの

ような対策をおこなっていくのかが注目される。

ロシアとウクライナのガス紛争 
解解説説 

８８  

北朝鮮のミサイル発射と危うい日本の危機管理体制 
解解説説 

７７  
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①一般会計予算(財務省資料) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 2009年３月27日，麻生
あ そう

首相が2008年度第１次補正，第２次補正予算に続く景気対策と位置づける，2009年度一般会計

予算が成立した。「ねじれ国会」による参議院本会議での否決後，両院協議会での協議が不調に終わったため，憲法第60条

に規定されている「衆議院の優越」によって，衆議院の議決が優先されて成立した。2009年度一般会計予算の総額は88兆

5,480億円となり，過去最大の規模となった。なかでも，世界経済の低迷に伴
ともな

う日本経済の悪化から国民生活を守るため，

国民の暮らしに直接与える影響が大きい社会保障分野に前年当初比14％増の約24.8兆円を割
さ

いているのが特徴である。予

算に関連して，少子化対策として妊婦検診を14回無料にするほか，現在38万円の出産一時金を10月から42万円に引き上げ

ることが盛りこまれた。また，景気の悪化による雇用対策については，企業に雇用維持を促
うなが

すため，雇用保険料を引き下

げると同時に，雇用保険の加入条件を現行の１年以上の雇用見込みから６か月に短縮することが注目される。このほか，

予算成立と同日，住宅ローンの減税などを盛りこんだ税制関連法などの関連４法が，衆議院の再可決によって成立した。

2009年度の一般会計予算と税制関連法は，財政健全化よりも景気悪化への対応を優先した形となった。 

 

②公債依存度と公債残高の推移(財務省資料) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 2009年度の一般会計予算の

うち，税収不足を補うための新規

国債発行額は，当初予算では４年

ぶりに30兆円を超え，33兆2,940

億円となり，公債依存度は37.6％

となった。これは景気悪化に備え，2009年度予算に１兆円を経済緊急対応予備費として計上したことが大きい。経済緊急

対応予備費は，非正規雇用者の就労支援や今後の経済情勢の悪化に機動的に対応する異例の措置である。その後，2009年

度補正予算の大部分を国債で賄
まかな

うことが予定され，国債の発行額が戦後初めて税収を上回る見込みとなった。 

第一学習社版 教科書・副教材のデータ更新等 

関連するページ

●教科書 

 現社 026  p.86 

 現社 027  p.76 

 政経 020  p.108

 政経 025  p.68 

●副教材 

 クロ現社  p.86 

  最新現社  p.91 

 最新政経  p.199

関連するページ

●教科書 

現社 026  p.90 

  現社 027   p.77 

  政経 020   p.113

 政経 025   p.71 

●副教材 

クロ現社  p.90 

  最新現社   p.93 

 最新政経  p.205

追加経済対策によ

り，2009年度補正

予算案の規模は15

兆4,000億円に上

り，当初予算と合

わせた一般会計予

算の総額は100兆円

を突破する見込み

となった。 

1975年度以降，財政特例法によって

特例公債が発行されている。 
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③財政投融資計画(財務省資料) 

解説「第２の予

算」ともよばれる

財政投融資計画の

2009年度の規模は

15兆8,632億円(前

年比14.4％増)と

なり，1999年度以

来の増加に転じた。

財政投融資計画は，

財投機関の再編・

統合などの財投改

革を背景に減少を続けてきたが，景気後退への対応から増加となった。具体的には，企業の資金繰
ぐ

り対策や地方公共団体の資金調達支援が拡張された。 

④日本経済のあゆみ(内閣府資料ほか) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 2009年１月，内閣府は2002年２月から2007年10月までを景気の拡大期間と暫
ざん

定
てい

的に判定した。今回の景気拡大期間

は，５年９か月(69か月)におよび，「いざなぎ景気」（1965年11月～1970年７月の４年９か月，57か月）を抜き，戦後最長

の景気拡大となった。今回の景気拡大の要因には，消費意欲の高かったアメリカに加え，中国やインドなどの新興国向け

の輸出の好調があげられる。しかし，労働力の安い新興国に対抗する目的などから，企業が賃金上昇を抑
よく

制
せい

したため，国

民の所得上昇に結びつかず，国民にとっては「実感のない景気拡大」となった。今回の景気拡大が外需頼みだったことも

あり，2007年のサブプライムローン問題以降の世界経済の低迷が，日本経済に大きな影響を与えている。 
 
 
 

教科書 現社 026→改訂版 現代社会 

現社 027→改訂版 新現代社会 

政経 020→改訂版 政治・経済 

政経 025→改訂版 新政治・経済 

 副教材 クロ現社→クローズアップ現代社会

最新現社→最新現代社会資料集 

最新政経→最新政治・経済資料集 

最新倫理→最新倫理資料集 
 

  

 

 

●予算・公債・財政投融資の情報 

財務省◆http://www.mof.go.jp/ 

ホームページで，予算・決算，公債，税制，財政投融資など財政に関する情報を提供。
 

●景気循環の情報 

景気動向指数研究会◆http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/di_ken.html 

ホームページで，景気基準日付の設定に関する情報を提供。 

資料編に関連するホームページのＵＲＬ 

関連するページ

●教科書 

  現社 026   p.87 

  現社 027  p.76 

 政経 020   p.110

 政経 025  p.69 

●副教材 

 クロ現社  p.87 

 最新現社  p.93 

 最新政経  p.200,

        201

関連するページ

●教科書 

現社 026  p.97 

 現社 027  p.81 

 政経 020  p.122

 政経 025  p.79 

●副教材 

クロ現社  p.96 

 最新現社  p.102

  最新政経  p.220
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